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うかるぞ証券外務員二種［改訂第４版］

正誤表

大変申し訳ございませんが，一部記述に誤りがございました。

お詫びして訂正させていただきます（太字が訂正部分です）。

2010年７月16日　週刊住宅新聞社

頁 該当箇所 誤 正

25 問題の３． 単位未満株式で株券が発行されない 単元未満株式で株券が発行されない

63 解答の９． ×　投資信託委託会社（委託者）が行

使する。

○

78 表の上から２

列目の枠

委託契約による寄託 委任契約による寄託

94 「１」の解説

上から５行目

オプション取引参加者とは有価証券オ

プション取引を

有価証券オプション取引参加者とは有

価証券オプション取引を

112 問題11の３． 株式の分布状況がある。 株主数がある。

128 「８」の解説

上から２行目

それ以外の有価証券（青空銘柄）とに それ以外の店頭有価証券（青空銘柄）

とに

150 図 公社債市場

取引所取引 店頭取引

上場債券・未上場債券

※　転換社債のみ取引

所取引と取引所外

取引となる

公社債市場

取引所取引 店頭取引

上場債券 上場債券・未上場債券

※　転換社債にも取引

所取引と取引所外

取引がある

153 問題の５． 個人向け国債は， 変動金利型個人向け国債は，

164 表内「着地取

引」の２行目

１カ月以上に受渡しする １カ月以上先に受渡しする

219 解答の４． ○ ×　譲渡所得となる。

問題の６． となり，株式等の となり，上場株式等の

221 解答23の２． その50％が益金不算入となる。 その25％が益金不算入となる。

245 問題４の10行

目

なお，単位未満株主や端株主は， なお，単元未満株主や端株主は，

245 問題４の解答 ロ⇒利益配当請求権や残余財産請求

権。

ロ⇒剰余金分配請求権や残余財産分配

請求権。

249 問題の５． 発行済株式総数の３分の２以上に 議決権の３分の２以上に

267 解答の５． ○ ×　12月の調査のみ12月中に発表され

る。
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279 問題の４． 日本銀行がオープン市場で 日本銀行が市場で

282 問題13の１行

目

次のうち，マネーサプライ統計におい

て，

次のうち，マネーストック統計におい

て，

問題13の５～

７行目

３．郵便局，農協，信用組合などの預

貯金

４．国債

５．証券投資信託

３．ゆう貯銀行を除く農協，信用組合

などの預貯金

４．国債

５．投資信託

293 解答の８． 総資本＝自己資本＋他人資本 総資本＝自己資本＋他人資本＋その他

純資産

295 問題６の１． 株主資本（純）利益率が 自己資本（純）利益率が

314 問題の２． 利子国債の利子は， 利付国債の利子は，

318 下 か ら ５ 行

目・３行目

以下のとおりの税率となる 以下のとおりの控除率となる

330 上から３行目 （p328参照） （p322参照）

337 問題16のイ． 上場株式投資信託（ETF）の受益証券 上場投資信託（ETF）の受益証券

問題16のニ． 外国証券市場において 外国金融商品市場において

338 問題18（注） 平成19年中には，他の有価証券の 平成21年中には，他の有価証券の

解答の① （総平均法）。 （総平均法に準ずる方法）。


